
年次有給休暇の計画的付与
導⼊ガイド

※チェックリストに従うことで、法令違反がないことを保証する資料ではありません。
※あくまで参考としてご活⽤いただくことを想定している資料です。実際の制度内容は国の資料等をご確認ください。
※当資料は、2025年5⽉時点の内容となっております。最新の情報はの資料等をご確認ください。
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年次有給休暇（有休）のうち「5⽇を超える分」について、労使協定に基づき会社が計画的に取得⽇を指定できる制度です。有休取得率向上を⽬的としていま
す。従業員が最低限⾃由に使える5⽇間は確保されます。

制度概要1

各従業員の保有有休⽇数（繰越分含む）から5⽇を引いた⽇数が対象です。

対象⽇数2

例 保有12⽇→7⽇対象

2019年から義務化された「年5⽇の時季指定義務」とは別の制度ですが、計画的付与で取得した⽇数は、この義務の5⽇から控除可能です。

年5⽇の時季指定義務との違い3

項⽬

根拠

時季指定義務

労働基準法（義務）

計画的付与

労働基準法

労使協定 不要必須

対象⽇数 年5⽇の範囲5⽇超の部分

希望聴取 必要不要

メリット‧デメリット4

メリット 会社は計画的な業務運営と管理負担減、取得率向上が可能。従業員は気兼ねなく休暇取得でき、予定も⽴てやすい。
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主な実施⽅式5

全員同⽇取得。管理容易。⼀⻫付与 グループごと。事業継続向き。交替制付与

個⼈計画。柔軟だが管理が煩雑。個⼈別付与

注意点7

勝⼿な指定は不可。年5⽇義務違反（罰⾦リスク）にも繋がる。労使協定なしは無効

特別休暇（有給推奨）や休業⼿当（平均賃⾦の6割以上）の対応を協定で定める。⽇数不⾜者への配慮

導⼊⼿続き6

制度導⼊を明記（10⼈以上の事業場は変更届出要）。就業規則への規定1

必須（届出不要）。以下を定める。

労使協定の締結2

デメリット 会社は労使協定締結の⼿間、⽇数不⾜者への対応が必要。従業員は⾃由な有休⽇数が減る。

対象者（除外者も）
対象⽇数

‧
‧

実施⽅式、付与⽇等
変更ルール（必要なら）

‧
‧

対象⽇数不⾜者の扱い（特別休暇付与 or 休業⼿当） ‧


